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ル・セクター(以下， 1 S と略称)と呼ばれるよつになった。 FS の就業者が，一般的に少な
くとも制度上はさまざまな労働関連法規の適用を受ける権利をもち，さらに労働組合の組織化
を進めてきたのと異なり， 1 S の就業者はそうした労働者の諸権利の多くと無縁な労働者であ





(1) 1 S の定義に関しては，都市 1 S のみならず農村の未組織非農業部門も含むとか，あるいは非
近代的経営を行っている農業部門も合むといった議論等があり，必ずしも定まていない。しかし，
筆者は厳密には都市の現象として 1 S を捉えたいと考えている。ただ本稿では，議論の焦点がF
S であるため，また用いるデータによっては農村・都市の区別が不可能なため，便宜的に農業と
FS以外として 1 S を把握している (II 節参照)。
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木曽順子
S雇用が伸び悩んで、きたのかという点に注目し， 1980年代以降に分析の焦点を絞って FS 製造
業部門就業者数の変化と，その変化の背景について考察する。まず IIでは，就業者全体の規模・
構造の変化を大ざっぱにつかみ， 1 S就業者数の拡大と FS雇用の伸び悩みの実態を明らかに
しよう。次に凹では， 1982-83年から93-94年の工業年次調査のデータを用い， FS雇用の変化










表 1 就業者の産業別増加率と産業別構成比の変化 (単位: %) 
年平均増加率 構成比
1971-81年 1981-91年 1971-91年 1971年 1981年 1991年 1997年
1 自耕作農民 1. 69 1. 81 1. 75 43.4 41. 6 38. 7 37.2 
2 農業労働者 1. 57 3. 0 2. 28 26. 3 24. 9 26. 1 25. 9 
3 畜産・林業・漁業・プランテーション 1. 51 1. 92 1. 72 2.4 2.2 2. 1 2.0 
4 鉱業・採石業 3. 19 3.31 3. 25 O. 5 O. 6 0.6 0.6 
5 家内工業 1. 96 -1. 25 0.34 3. 5 3.5 2.4 2. 1 
6 家内工業以外の製造業 4. 9 2.29 3. 63 5.9 7. 8 7. 6 8. 2 
7 建設業 4. 85 4.51 4. 68 1.2 1.6 1.9 2. 2 
8 商業 3. 3 4. 3 3. 38 5. 6 6.3 7. 4 8. 1 
9 輸送・保管・通信 3. 26 2. 82 3.04 2.4 2. 7 2. 8 2. 9 
10その他サービス業 2. 16 4. 14 3. 15 8. 7 8.8 10.3 10. 7 
第一次産業 1. 65 2.27 1. 96 72. 6 69.3 67.5 
第二次産業 4.06 1. 7 2.91 10.7 12.9 12.0 12.5 
第三次産業 2.72 4. 02 3.37 16. 7 17.8 20. 5 21. 7 
全産業 2. 12 2. 53 2.33 100.0 100.0 100.0 100.0 
注) 1. Main Workers (一年のうち半年以上働いた者)のみの数値である。
2. 第一次産業には 1-4 の産業が，第二次産業には 5-7 の産業が，第三次産業には 8-10の産業が含まれている。
3. 1981年についてはアッサムを， 1991年についてはアッサム，ジャンムー&カシミールを除いている。
4.1991年の数値は， 1911-91年の産業ごとの年平均増加率を91年以降に適用して求めたものである。
資料) R. Mohan, “Industry and Urban Employment, 1961-81 : A Preliminary Exploration" , Economic and Polit 
.ical Weekly, Vol. 24. Nos.44-45, Nov. 4-11 , 1989, p.2482, TablelA, Govt. of India, CenslIs ollndia 199人









他方，第三次産業の就業者比率は，男女合わせて1971年から 91年の聞に 4 ポイント拡大し，
97年までには 5 ポイントの拡大になると推定できる。とくにその拡大に貢献したのは商業部門

























を農業(林業や漁業も含む)とそれ以外の産業に分け，さらに後者を FS と 1 S に分けて， 3 
部門それぞれの就業者数の変化を 1971年以降97年までについて図 1 に示した。総就業者数は前
掲の人口センサスから求めた数値 (97年は推定値)であり， F S就業者数は政府の産業・労働
統計等で把握されている登録事業所の就業者数を Economic Survey から求めたものである。
また 1 S就業者数は，センサスの数値から登録事業所就業者数を差し引いて求めた残差で，都
市の 1 S 就業者と農村の未組織非農業部門就業者が含まれている。同図から，総就業者数が急
速に増えてきたこと，増加分のほとんどが農業部門または 1 S に吸収されてきたこと，また他
方で， FS就業者の規模が目立った変化を示してこなかったことがはっきりわかるだろう。 F
S就業者の年平均増加率は70年代に2.8%であったのが， 80年代， 90年代 (1991-97年)にはそ
れぞれ1. 6% ， 1. 0% にすぎず， 90年代に入って著しく低下してきたのである。
では， F S就業者の比率に産業間の違いはどの程度あるのだろうか。次に， FS就業者比率








表 2 農業 1) 以外の産業における FS就業者比率の変化 (単位: %) 
1971年 1981年 1991年 1997年
鉱業・採石業 63.5 75.0 62.8 50.4 
製造業 27. 9 24.0 2. 1 20. 3 
建設業 45. 9 32. 6 2. 0 16.3 
商業，金融，保険業 6. 3 9. 6 8.9 7. 9 
輸送・保管・通信 52. 5 45. 6 38.4 32. 9 
社会・個人サービス 2) 44.9 47.6 39. 8 35. 1 
農業以外の全産業 32. 5 31. 0 26. 7 23. 3 
注) 1.農業とは農林漁業，狩猟・省産業を含む。
2. 社会・個人サービスには，電気・ガス・水道も含む。
資料) R. Mohan , op. cit. , p. 2482, Tablel A, Govt. of India, op. cit. ,_ pp. 126-127, Govt of India, Economic Survey 








196 1971 1976 1981 1986 1991 年
資料) Govt. of India, lndian Labour Statistics (以下 ILS) 197ス Chandigarh， 1919, p. 18, ILS 1980-81 , 
1988, p. 19, ILS 1987-90, 1995, p. 11 , ILS 1994, 1996, p. 21, Govt. of India, lndian Labour 
Year Book (以下 ILYB) 1985, Shim1a, 1986, p. 5, ILYB 198ス 1988， p. 5, Govt. of India, Pocket 










































が， r食料品j ， r綿繊維j ， rジュートおよび植物繊維j ， r木材・木製品，家具・装備品J などの
( 2 ) Rakesh Mohan ,“Industry and U rban Employment , 1961-81: A Preliminary Exploration" , 
Economic and Political Weekly , Vo1. 24 , Nos.44-45 , Nov. 4-11 , 1989 , p.2493. 
( 3 ) 同じASI データを用いておこなわれた Seth らの分析によると，工業化加速期の1960-65年
に付加価値と雇用がそれぞれ年平均9.9% と 5.7%，停滞期の66-75年でも 5.30% と 3.6%，その後
の76-84年に10.5% ， 6.1%で上昇したと計測されている。ただし Seth の論文中，本文と表の数
値に組離があるので，注意が必要で、ある。 V.K.Seth and A.Seth，向mamics 01 labour Absor?
tion in lndustη， Deep & Deep Publications , New Delhi , 1994 , p.106. 
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表 3 1982-83年 1) ~1993-94年における業種別雇用・生産等の指数変化
年度 工場数 雇用者 固定資 生産高 純付加 年度 工場数
業種 数2) 本3) 4) 価値4) 業種
食料品 1985-86 104 7 124 105 124 基硬化学・化学 1985-86 120 
1989-90 113 8 193 170 206 製品(石油・石 1989-90 124 
193-94 126 96 283 203 246 炭製品を除く) 193-94 160 
飲料・タバコ・ 1985-86 100 79 210 128 143 ゴム・プラスチ 1985-86 113 
タバコ関連製品 1989-90 107 117 279 186 245 ック製品，石 1989-90 144 
193-94 68 115 439 251 344 油・石炭製品 193-94 175 
綿繊維 1985-86 107 84 124 104 104 非金属鉱物製品 1985-86 128 
1989-90 107 81 117 130 135 1989-90 136 
193-94 130 7 183 150 129 193-94 162 
毛・絹・人造織 1985-86 9 103 123 122 126 基礎金属・合金 1985-86 110 
維 1989-90 102 112 182 175 176 1989-90 106 
193-94 114 126 340 257 307 193-94 117 
ジュートおよび 1985-86 93 82 123 143 90 金属製品(機械 1985-86 107 
植物繊維 1989-90 149 82 190 120 113 器具を除く) 1989-90 114 
193-94 193 67 168 109 109 193-94 127 
繊維製品(アパ 1985-86 114 114 138 115 113 機械器具(輸送 1985-86 106 
レルを含む) 1989-90 128 163 256 208 254 用機器を除く) 1989-90 116 
193-94 214 279 591 377 671 193-94 128 
木材・木製品， 1985-86 9 94 112 101 104 輸送用機械器具 1985-86 116 
家具・装備品 1989-90 97 92 171 132 107 1989-90 129 
193-94 98 89 272 149 159 193-94 148 
紙・紙加工品， 1985-86 107 91 101 122 107 その他製造業 1985-86 117 
印刷・出版 1989-90 112 90 119 177 166 1989-90 122 
1993守94 128 9 176 226 248 193-94 142 
なめし革・同製 1985-86 114 115 126 132 129 全体5) 1985-86 108 
品・毛皮 1989-90 141 165 164 221 224 1989-90 116 
193-94 222 187 310 327 510 193-94 131 
































































資料) Govt. of India, Annual Survey of Industrﾎes (以下ASI と略称) 1982-83:Summary Results for Factory Sefctor, New 
Delhi, 1986, pp. 62-63, ASI 1985-86: Summary Results for Factory Sector, Delhi, 1989, pp. 87-90, ASI 1989-90: Sumｭ
mary Results for Factory Sector, New Delhi, 1994, pp. 121-129, ASI 1993-94: Summary Resu/ts for Factory Sector, 




















企業 (45.6%) や増えた企業 (40.7%) で、雇用者数が減ったのは，それぞれ21% ， 25%であっ
た。また S. Deshpande らは，重回帰分析によっても，生産物需要の増加が雇用にプラスの影響
をもち，その関係が統計的に有意であったことを示してい 2:
(4) S.Deshpande , G.Standing and L. Deshpande , Labour Flexibiliか in a Third W orld 
Metroρolis: A Case Study 01 Bombay, Commonwealth Publishers , New Delhi , 1998 , pp.58-





















急速に固定資本額が拡大したのは，上昇幅の大きい順に， ["繊維製品(アパレルを含む) j , ["飲
料・タバコ・タバコ関連製品j ， ["金属製品(機械器具を除く) j , ["ゴム・プラスチック製品，石
油・石炭製品j ， ["非金属鉱物製品j ， ["毛・絹・人造繊維j ， ["なめし革・同製品・毛皮J の 7 業
種であった。しかも，このうち「非金属鉱物製品」を除く 6 業種では，雇用者数の伸びも製造





4 から確認しておこう。固定資本額とともに雇用者数が伸ぴた上の 6 業種のうち，雇用の年平
均増加率がもっとも高かった「繊維製品(アパレルを含む)j と 2 番目に高い「なめし革・同製
品・毛皮」の場合，資本集約化は他の業種ほど進んでいない。「ゴム，プラスチック製品，石油・
石炭製品J も資本集約度の上昇率は比較的小さい。雇用の生産弾力性(雇用の変化率/生産額
(5) Govt. of India , lndian Labour Statistics 1980.81 , Chandigarh , 1988 , p.19 , Govt. of 
India , Pocket Book 01 Labour Statistics 1997, Chandigarh , 1997 , pp. 6, 1. 





産業 雇用者数 l 人当たり 1 人当たり 1 人当たり 1 人当たり 力性0982-83付加価値目 生産高a 固定資本初 実質賃金制 -93-94年)
食料品 -0.35 8. 9 7.0 10.3 4.8 -0.053 
飲料・タバコ・タバコ関連製品 1. 32 10.4 7.3 12.9 0.04 0.157 
綿雌 -2.34 4.8 6. 2 8. 2 1.3 O. 627 
毛・絹・人繊維 2. 13 8.4 6.7 9.4 1.7 O. 238 
ジュートおよび植物轟維 -3.53 4.5 4. 5 8. 6 2.8 -4.584 
融維製品(アパレルを含む) 9. 76 8.3 2.8 7.1 O. 6 0.761 
木材・木製品，家具・装情品 -1. 06 5.4 4.8 10.7 1.3 -0.286 
紙・紙加工品，印刷・出版 -0.06 8. 7 7. 7 5.3 2.5 -0.008 
なめし革・同製品・毛皮 5.88 9.5 5. 2 4.7 0.4 0.518 
基礎化学・化学製品(石油・石炭製品を除く) 2.35 7.5 4. 9 7.6 1.8 0; 318 
ゴム・プラスチック製品，石油・石炭製品 3.64 6.4 1.0 8. 7 1.4 0.771 
非金属鉱槻品 0.76 4.5 6. 6 1. 5 1.7 O. 102 
基礎金属・合金 0.32 5. 9 5. 7 9.0 1.7 0.053 
金属製品(樟榔具を除o 1. 51 5.4 6.3 11. 0 2.5 0.190 
横械器具(輸送用機器を除く) 1. 07 4.4 5.2 7. 2 2.1 0.169 
輸送用機構器具 -0.02 4. 2 6.9 5. 6 1.6 -0.003 
その他製造業 4.83 8. 6 8.4 9.8 1.9 0.355 
全産業 O. 76 6. 9 6. 2 7.3 2. 1 0.108 
注) 1) 各項目の年平均増加率は，計算式 X， =Xo (l+r)' によって求めた。 X，は 1993-94年の. Xo は 1982-83年の数値で






場合はそれぞれ0.761， 0.518， 0.771で比較的高い。逆に 1 人当たり生産高の上昇率は比較的小
さかった。つまり，これらの 3業種は，成長産業として固定資本投資額が増え生産も伸ばした
が，比較的労働集約的な技術を使うことで，雇用量も増やした業種と推測することができるだ
ろう。他方，残る 3 業種すなわち「飲料・タバコ・タバコ関連製品j ， r毛・絹・人造繊維j ， r金
属製品(機械器具を除く )j の場合は，資本集約化がかなり急速に進み，それが労働生産性の上
昇に貢献した一方，雇用の増加率を抑えてきた例と推測できるだろう。また， 1 人当たり固定
資本額の上昇率は比較的高いが，雇用が減少した「食料品J の場合は， 1 人当たり付加価値や
1 人当たり生産額はかなりの速度で上昇しているのであり，資本集約化が雇用減少に及ぽした
影響は大きいと思われる。
さて， T .S.Papola は， 1968年から84年までの雇用の生産弾力性およぴ付加価値弾力性をA







毛・絹・人造繊維等すべて含む)， r繊維製品J ， r食料品」や， r飲料・タバコ・タバコ関連製品J ，






表 5 には，雇用者 1 人当たり生産高で示した1982-83年時点の業種別労働生産性，および同年
と 93-94年の雇用者数と生産高に基づく業種別構成が示されている。まず構造変化を大まかにみ
ると，生産高シェアをわずかでも拡大したのは 8 業種で，残り 8 業種では縮小していた(表で
表 5 労働生産性と産業構造の変化
1 人当たり生産高 雇用者数(%) 生産高(%)
業種 00万ルビー)
1982-83年 1982-83年 1993-94年 1982-83年 1993-94年
食料品 0.96 15.4 13. 7 13.8 13.2 
飲料・タバコ・タバコ関連製品 0.32 5. 5 5. 9 1.6 2.0 
綿繊維 O. 57 13.2 9. 3 6. 9 4. 9 
毛・絹・人造繊維 1. 18 3. 2 3. 7 3. 5 4. 2 
ジュー卜および植物繊維 O. 30 3.2 2. 0 O. 9 O. 5 
繊維製品(アパレルを含む) 1. 10 1.2 3.2 1.3 2. 3 
木材・木製品，家具・装備品 O. 49 1.0 O. 8 O. 4 O. 3 
紙・紙加工品，印刷・出版 0.72 3. 8 3. 5 2. 5 2. 7 
なめし革・同製品・毛皮 1. 0 0.8 1.3 O. 7 1. 1 
基礎化学・化学製品(石油・石炭製品を除く) 2.22 6. 2 7.3 12. 7 13.2 
ゴム・プラスチック製品，石油・石炭製品 5. 13 2. 5 3.4 11. 7 9. 2 
非金属鉱物製品 O. 67 5. 1 5. 1 3. 2 3.3 
基礎金属・合金 1. 7 7. 5 7. 2 12.4 11. 1 
金属製品(機械器具を除く) O. 90 2.4 2. 7 2. 0 2. 2 
機械器具(輸送用機器を除く) 1. 24 9. 6 9. 9 1. 1 10.3 
輸送用機械器具 0.94 6. 3 5. 8 5. 5 5. 5 
その他製造業 O. 84 0.9 1.3 O. 7 1.3 
その他 0.79 12.3 14.0 9. 0 12. 7 
全体 1. 08 100.0 100.0 100.0 100.0 
資料)表 3 に同じ。
(7) T.S.Papola ,“Restructuring in lndian lndustry: lmplications for Employment and lndusｭ
trial Relations" , G. Edgren ed. , Restructuring, Em，ρloyment and lndustrial Relations: Adjustｭ





いるが，逆に， r飲料・タバコ・タバコ関連製品j ， r紙・紙加工品，印刷・出版j ， r非金属鉱物
製品」などの，労働生産性が比較的低い業種もみられた。しかも生産高シェアを拡大した業種
は，ほとんどが雇用シェアも拡大している。他方，生産高シェアーを縮小した 8 業種の中には，










者数(定年退職者も含む)の比率である。センサス・セクターとは， A S 1 工場のうち，雇用







表 6 入職率と離職率 (単位: %) 
センサス・セクター サンプル・セクター
1973-74 1978-79 1981 1985 1988 1993 1979-80 1985-86 1989 
入職率 29. 0 21. 1 19.3 17.9 14.5 16.8 56. 3 43. 1 35.8 
離職率 27. 0 18.4 18.2 17.4 14. 4 16.0 51. 6 41. 7 3. 6 
入職率一離職率 2. 0 2. 7 1. 1 O. 5 O. 1 O. 8 4. 7 1.4 2. 2 
資料) Govt. of India, ILS 1977, Shimla, 1979, pp. 249-250, ILS 1980-81 , Shimla, 1988, p.223, Gort. of India, 
ASI 1985-86: Summary Report on Abesenteeism and Labour Turnoνer in the Census Sector, Delhi, 1990, pp. 24-25, 
AS11988-89・ Sllmmary Report on Absenteeism and Labour Turnover in the 白川出 Sector， Delhi, 1996, p. 27, ASI 
1993-94 ・ Summwy Report on Absenteeism and Labollr Turnover in the CellSllS Sector, Delhi, 1998, pp. 30-31, ASI 
1985-86: Swnmary Report 011 Absenteeism alld Labollr Tllrnover in the Sample Sector, Delhi, 1989, pp. 31-32, ASI 








停滞産業の存在， 2. 工場数と雇用規模の変化， 3. 資本集約化の進行， 4. 産業構造の変化
(労働集約的産業から労働節約的産業への比重の転換)の 4 点を取りあげた。極めて大まかな
業種分類に基づくとはいえ，少なくともここから， 4 の産業構造の変化の影響は必ずしも明瞭




































1980 1984 1988 1992 年
注) 1976-82年については月収1000ルビー未満，それ以降については月収1600未満の雇用者の賃金である。
資料) Govt. of India, ILYB 1996, Chandigarh, 1999, p. 39より作成。
た。業種によって上昇率の高いものもあれば，ほとんど上昇してこなかったものもあるが，い































88年現在の 1 人当たり平均年収が 1 万6000ルビー未満の工業)と高賃金工業(同 1 万6000ルビ




「食料品J r綿繊維J rジュートおよび守直物繊維J r木材・木製品，家具・装備品」は， Jose の分
析では低賃金工業に分類され， 80年代のこの時期についてもこれらの雇用はマイナス成長を示
していた。 Jose は， 80年代の雇用停滞は，労働生産性の上昇とトレード・オフの関係で生じた
ものであり，明らかに80年代に進んだ構造改革と合理化の結果だと指摘する。その上でさらに，
1 人当たり実質賃金の変化の影響について次のように考察した。つまり， 80年代の 1 人当たり




ようになっており， Wage Boards の役割は後退していると強調している。 Govt. of lndia , Minｭ
istry of Labour , AnnzωIRゆort 1997-98, New Delhi , 1998 , p.40. 
( 9 ) V . K.Seth and A. Se出，0.ρ. cit. , pp. 97-99. 
(10) A.V.Jose. ,“Earnings , Employment and Productivity Trends in the Organised lndustries 
of lndia" , L.K.Deshpande and G.Rodgers eds. , The lndian Labour Market and Economic 
Structural Change , B.R.Publishing Corporation , Delhi , 1994 , pp.16-18. 
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